
様式第１ 

 

 
 

愛 知 県 経 済 環 境 適 応 資 金 （ サ ポ ー ト 資 金 

「経営あんしん」）融資制度に係る証明申請書 

 

 

 

    年    月   日 

 

                                                 住 所       

                                                 商号又は名称 

                                                 代 表 者 名                               

 
                                                              

 

  私は、                     業を営んでおりますが、下記のとおり
売 上 高 の 減 少
完成工事高の減少が生じている

ため経営の安定に支障を生じておりますので、愛知県経済環境適応資金融資制度要綱第８第 1 項第 1

号イ(ｱ)に該当する旨、証明されるようお願いします。 

記 

  Ａ：申込時点における最近 3か月間の月平均売上高（完成工事高） 

（      年    月    日から      年    月    日まで） 

 

                                                                      円   

 

  Ｂ：Ａの期間に対する前年の月平均売上高（完成工事高） 

（      年    月    日から      年    月    日まで） 

 

                                                             円   

 

 

 

 

 

 

 

●減少率         ×100 

                                  ％ 

 

（減少率は 3％以上であること。） 

 

 

 

 

 

 

 

        年    月    日 

  上記のとおり相違ないことを証明します。 

 なお、本証明が融資の実行を保証するものではありません。 

 

                            証明者    取扱金融機関名及び店長の氏名                      ◯印  

 

 

 

B－A 

B 



様式第１の２ 

 

 
 

愛 知 県 経 済 環 境 適 応 資 金 （ サ ポ ー ト 資 金 

「経営あんしん」）融資制度に係る証明申請書 

 

 

 

    年    月   日 

 

                                                 住 所       

                                                 商号又は名称 

                                                 代 表 者 名                               

 
                                                              

 

  私は、                     業を営んでおりますが、下記のとおり
売 上 高 の 減 少
完成工事高の減少が生じている

ため経営の安定に支障を生じておりますので、愛知県経済環境適応資金融資制度要綱第８第 1 項第 1

号イ(ｱ)に該当する旨、証明されるようお願いします。 

記 

  Ａ：申込時点における最近 3か月間の月平均売上高（完成工事高） 

（      年    月    日から      年    月    日まで） 

 

                                                                      円   

 

  Ｂ：Ａの期間に対する前年の月平均売上高（完成工事高） 

（      年    月    日から      年    月    日まで） 

 

                                                             円   

 

 

 

 

 

●減 少 額（Ｂ－Ａ）                 円  

 

 

 

 

 

 

        年    月    日 

  上記のとおり相違ないことを証明します。 

 なお、本証明が融資の実行を保証するものではありません。 

 

                            証明者    取扱金融機関名及び店長の氏名                      ◯印



様式第２ 

 

 
愛 知 県 経 済 環 境 適 応 資 金 （ サ ポ ー ト 資 金 「 経 営 あ ん し ん 

（ 関 連 倒 産 防 止 ）」） 融 資 制 度 に 係 る 証 明 申 請 書 

 

 

    年    月   日 

 

 

                                                 住 所       

                                                 商号又は名称 

                                                 代 表 者 名                               

 
                                                              

 

  私は、      が      年      月      日     の申立てを行ったことにより、下記の

とおり同事業者に対する売掛金の回収が困難となったため、経営の安定に支障を生じておりますので、

愛知県経済環境適応資金融資制度要綱第８第 1 項第 1 号イ(ｲ)に該当する旨、証明されるようお願いし

ます。 

 

記 

 

１       に対する売掛金                                 円 

 

 

    うち回収困難な額                                            円 

 

 

２       に対する取引依存度                              ％（Ａ／Ｂ） 

 

 

    Ａ        年    月    日から      年    月    日までの      に対する取引額 

 

                                                                円 

 

    Ｂ   上記期間中の全取引額                                   円 

  

  (注)  上記１又は２のいずれかを記載のこと。 

 

        年    月    日 

  上記のとおり相違ないことを証明します。 

 なお、本証明が融資の実行を保証するものではありません。 

                            証明者    取扱金融機関名及び店長の氏名                      ◯印  

                                       



様式第３ 

 

  年  月  日 

 

愛 知 県 知 事  殿 

（取扱金融機関の長）  殿 

 

 

愛知県信用保証協会 

理事長  氏     名  

 

 

 

倒産事業者の認定について（報告） 

 

愛知県経済環境適応資金融資制度要綱第８第１項第１号イ(ｲ)の規定に基づく倒産事業者 

（    年  月分）は、下記のとおりです。 

 

記 

 

認定番号 倒産事業者名 業 種 所在地 負債総額 認定年月日 
認定有効 

期  限 

    百万円   



様式第４ 

 

  年  月  日 

サポート資金【短期】に関する説明書 

 

愛知県信用保証協会 御中 

金融機関本・支店名               

申  込  人  

 資格要件確認欄 

 

□ １ 個人事業主または決算期を迎えていない法人 

 

□ ２ 直近決算における流動比率又は当座比率が100％以下の法人 
   （２に該当する法人については、以下の各項目を記載すること） 

 

直近決算期 （     年      月） 

 

   流動資産 ／ 当座資産（いずれかを○で囲ってください） 
         （            円） 

 

   流動負債  （            円） 

 

   流動比率 ／ 当座比率（いずれかを○で囲ってください） 
         （            ％） ※100％以下であること 

    

流動比率（％）：流動資産÷流動負債×100 

   当座比率（％）：当座資産÷流動負債×100 

【注】上記１又は２のいずれか該当する□に✔印を付けてください。 

 



様式第５ 

 
 

 
愛知県経済環境適応資金（サポート資金「経済対策特別」） 

融 資 制 度 に 係 る 証 明 申 請 書 

 

 
    年    月   日 

 
                                                 住 所       
                                                 商号又は名称 

                                                 代 表 者 名                                
 
                                                              

   私は、経済環境の急激な変化などの要因により、売上高総利益の減少が生じ経営の安定に支障を生じて
おりますので、愛知県経済環境適応資金融資制度要綱第８第 1 項第 1号ウに該当する旨、証明されるよう
お願いします。 

 
  Ａ：申込時点における最近 3か月間の月平均売上高総利益額 

（      年    月    日から      年    月    日まで） 

 
                                                                       円   

 

  Ｂ：Ａの期間に対する前年又は 2年前の 3か月間の月平均売上高総利益額 

（      年    月    日から      年    月    日まで） 

 

                                                                円   

 

 

 
 
 

 

 
●減少率         ×100 

                                       ％ 

 
（減少率は 3％以上であること。） 

 

 
 
 

 

※売上高総利益＝売上高（完成工事高）－売上原価（完成工事原価）  

 

  

        年    月    日 

  上記のとおり相違ないことを証明します。 

 なお、本証明が融資の実行を保証するものではありません。 

 

                 証明者    取扱金融機関名及び店長の氏名                       ◯印 

          

 

 

B－A 

B 



様式第６の１ 

パワーアップ資金（貿易振興・海外展開）に係る計画書 

     年     月     日 

  （金融機関名・店舗名） 

                                         様 

                                           住 所       

                                           商号又は名称 

                                           代 表 者 名                                 

 

愛知県経済環境適応資金（パワーアップ資金（貿易振興・海外展開））融資制度による融資を受けた

いので、下記のとおり計画書を提出します。 

 

貿易振興計画書 

 

記 

１ 輸出の場合 

品名及び数量  

輸出先国  

輸出金額  

船積の時期  

信用状の有無  

輸出品の発注先 

（申込者が商社の場合） 

 

その他  

 ※ 輸出向けの契約又は受注を証明する書類を添付すること。 

 

 

２ 輸入の場合 

品名及び数量  

輸入先国  

輸入金額  

輸入手形の到着日  

ユーザンス手形の場合は 

その期日 

 

輸入品の発注先 

（申込者が商社の場合） 

 

その他  

 ※ 輸入向けの契約又は発注を証明する書類を添付すること。 

 

 

 



様式第６の２ 
  年  月  日 

 
愛知県信用保証協会 御中 

（申込人） 住 所 

氏 名 

業 種 

 
 
 

名 称 及 び 
代表者の氏名 

 
 
   

 

 

外国における支店等の設置又は拡張に関する計画書 
 

１     

支     

店     

等     

の     

概     

要 

(1) 支店等の名称  設 置 年 月 日  

(2) 所 在 地  

(3) 
事 業 内 容 

 
（事業計画を含みます。）

定款記載のものを記入してください。 
  その他具体的な製品名､生産計画､販売計画及び対日輸出等について年度別に

向こう３年間分を記入してください。（単位 千米ドル） 
――― この欄に書ききれない場合は別紙に記入してください。 ――― 

従業員数 
 
 
 
うち 
派遣員数 

名 
 
 
 
 
（       名） 

２ 金 額  

３ 資 金 の 使 途 
（該当分を○で囲んでください。） 

イ 設置に係る資金   ロ 拡張に係る資金 

４ 資 金 計 画 

向こう１年間の資金計画を具体的に記入してください。 

５ 取 引 を 行 お う と 
す る 理 由 

具体的に記入してください。 

６ 借 入 希 望 額 
 

なお、上記計画を実施しても、愛知県内事業所の全てを廃止するものではありません。



様式第６の３ 
  年  月  日 

愛知県信用保証協会 御中 

 

  海外直接投資に係る証券取得に関する計画書 

１ (1) 名 称  

取

得

の

相

手

方 

(2) 所 在 地  

(3) 業 種  

２ (1) 銘 柄  

証

券

の

内

容 

(2) 数 量  

(3) 額 面 金 額  

３ 証 券 の 種 類 
（該当分を○で囲んでください。） 

イ 設立新株   ロ 増資新株   ハ 発行済株式   ニ 社債（普通・転換） 
ホ 出資の持分  へ 利 札 

４ 取 得 の 時 期  

５ 取 得 の 対 価  

６ 資 金 の 使 途 
（該当分を○で囲んでください。） 

イ 設備資金         ロ 運転資金 

 (1) 名 称  

   

７    

投     
資     

先     

の     

概     

要 

(2) 所 在 地  

(3) 設 立 年 月 日  (4) 資  本  金 今 回 出 資 後 の 払 込 
資本金を記入してください。 

 

(5) 役 員 ､ 従 業 員 日本人  役員   名、従業員   名 その他   役員   名、従業員   名 

(6) 事 業 内 容 
（事業計画を含みます。） 

定 款 記 載 の も の を 記 入 し て く だ さ い 。  
その他具体的な製品名、生産計画、販売計画及び対日輸出額等について年度別に向こう３年間分を記入して 

ください。（単位 千米ドル）――――― この欄に書ききれない場合は別紙に記入してください。 ――――― 

(7) 申 込 人 と の 関 係 
イ 申込人の今回出資後の出資比率を記入してください。 
ロ 平成１２年通商産業省告示第７９９号に掲げる関係を具体的に記入してください。（※） 

(8) 申込人の投資残高 出 資 今回出資後の出資残高を 
記入してください。 貸 付 け  

(9) 出資額 出  資  前 今 回 出 資 出  資  後 

出

資

者

構

成 

出資者 金     額 比率(%) 金     額 比率(%)   金     額 比率(%) 

 
申 込 人 
申込人の出資会社 
そ の 他 

イ 額面金額(証券表示通貨額)により記入。ただし、無額面株式については出資金額 
ロ 申込人の出資会社とは、当該申込人の 100%出資の子会社をいいます。   
      

合 計  100.0 
 

100.0  100.0 

８ 取得をしようとする理由 具体的に記入 
してください。 

９ 借 入 希 望 額  
（※）平成１２年通商産業省告示第７９９号に掲げる関係とは､役員の派遣､長期にわたる原材料の供給又は製品の売買､重要な製造技術の提供による永続的な関係をいいます。 

なお、上記計画を実施しても、愛知県内事業所の全てを廃止するものではありません。

（申込人） 住 所 

氏 名 

業 種 

 
 

名 称 及 び 
代表者の氏名 

 
 
 

 



様式第６の４ 

  年  月  日 
 

愛知県信用保証協会 御中 
            （申込人） 住 所 

氏 名 

業 種 

 
名 称 及 び 
代表者の氏名 

 
 
 
 

 
海外直接投資に係る金銭の貸付けに関する計画書 

 

１  

貸 

付 

け 

の 

相 

手 

方 

お 

よ 

び 

そ 

の 

概 

要 

(1) 名 称 
 

資 本 金 
払込資本金を記入してださい。 

設 立 年 月 日  

(2) 所 在 地  

(3) 
事 業 内 容 

（事業計画を含みます。）

定款記載のものを記入してください。  
その他具体的な製品名、生産計画、販売計画及び対日輸出額等について年度別に向こう３年間分を記入して

ください。（単位 千米ドル）――― この欄に書ききれない場合は別紙に記入してください。――― 

(4) 
申 込 人 と の 
関 係 

申 込 人 の 
出 資 比 率 

％ 

そ の 他 

平成１２年通商産業省告示第７９９号に掲げる関係を具

体的に記入してください。（※） 

申込人の出資会社の 
出 資 比 率 

％ 

(5) 
申 込 人 の 
投 資 残 高 出 資 

 
貸 付 け 

今回貸付け後の融資残高を記入してください。 

２ 貸 付 金 額  

３ 契 約 時 期  

４ 貸 付 時 期  

５  

条   

件 

(1) 金 利  

(2) 期 間  

(3) 
元 利 金 の 
回 収 方 法 

元本…… 
 
利子…… 

６ 資 金 の 使 途 
（該当分を○で囲んでください。） 

イ 設備資金   ロ 運転資金 

７ 取 引 を 行 お う と 
す る 理 由 

具体的に記入してください。 

８ 借 入 希 望 額  
（※）平成１２年通商産業省告示第７９９号に掲げる関係とは､役員の派遣､長期にわたる原材料の供給又は製品の売買､重要な製造技術の提供による永続的な関係をいいます。 

なお、上記計画を実施しても、愛知県内事業所の全てを廃止するものではありません。



様式第６の５ 
  年  月  日 

 
愛知県信用保証協会 御中 
 

（申込人） 住 所 

氏 名 

業 種 

 
 

名 称 及 び 
代表者の氏名 

 
 
 

 

 
   海外直接投資の事業に係る従業員教育・調査に関する計画書 

 

１ 
 

投  

資  

事  

業  

の  

概  

要 

(1) 投資事業の内容 

具体的に記入してください。（事業計画及び実施時期を含みます。） 

(2) 
支店（投資先）等

の 名 称  

(3) 
支店（投資先）等

の 所 在 地 

 

２ 
上記事業と従業員教

育・調査との関連性 
（該当分を○で囲んでください。） 

イ 従業員教育（例えば資金使途、支払先等を具体的に記入してください。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ロ 調   査（例えば資金使途、支払先等を具体的に記入してください。） 

３ 従業員教育・調査の 
実 施 期 間    年     月 ～        年     月 

４ 所 要 資 金 の 額 
（うち借入希望額） 

                                    円 
 
（うち借入希望額                      円） 

なお、上記計画を実施しても、愛知県内事業所の全てを廃止するものではありません。 
 



様式第６の６ 
  年  月  日 

 
愛知県信用保証協会 御中 
 

（申込人） 住 所 

氏 名 

業 種 

 
 
 

名 称 及 び 
代表者の氏名 

 
 
 

 

 
海外への販路拡大に係る見本市、商談会への参加及び輸出入等海外展開に関する計画書 

１ 

区 分 
（該当する区分を○で 
囲 ん で く だ さ い 。） 

① 見本市、商談会への参加   ② 直接輸出入に係る事業 
③ 海外向け新製品の開発    ④ その他（                  ） 

２ 

事 業 内 容 
（事業計画を含みます。） 

 

※資金が必要となる事業の内容が分かるように具体的に記入してください。 
※この欄に書ききれない場合は別紙に記入してください。 
※必要に応じ、事業内容がわかる補足資料を添付してください。 

３ 

事
業
資
金
（
調
達
）
計
画 

区 分 金 額 ( 千 円 ) 使 途 の 概 要 区 分 金 額 ( 千 円 ) 借 入 先 

設 

備 

資 

金 

土 地   本制度借入金 
( 借 入 希 望 額 ) 

  

建 物   その他借入金   

機械設 備   自 己 資 金  ― 

そ の 他   そ の 他  ― 

 計      

運 転 資 金      

合 計   合 計  ― 

なお、上記計画を実施しても、愛知県内事業所の全てを廃止するものではありません。 

 

 様式第８ 



パワーアップ資金（カーボンニュートラル）に係る計画書 

 

     年     月     日 

  （金融機関名・店舗名） 

                                         様 

                                           住 所       

                                           商号又は名称 

                                           代 表 者 名                               

  愛知県経済環境適応資金（パワーアップ資金（カーボンニュートラル））融資制度による融資を受け

たいので、下記のとおり計画書を提出します。 

記 

１ 本制度の借入による資金使途（該当するものの左欄に○印を記入（複数記入可）） 

資金使途 

 省エネルギーを促進するための設備 

 新エネルギーを利用するための設備 

 廃棄物、排水、副産物及び容器包装等のリサイクルを促進するための設備 

 廃棄物又は排水の量を減少させ、環境負荷の低減を図る設備 

 環境負荷低減型製品（エコ商品）を製造する設備 

 その他カーボンニュートラルの実現に資する設備等 

  

２ 環境負荷低減設備等の内容（別紙でも可） 

 

 

３ 事業計画及びカーボンニュートラルの実現にあたり見込まれる効果（別紙でも可） 

 

 

４ 資金計画                                  （千円） 

 自己資金 本制度借入金 その他（    ） 計 

設備資金     

運転資金     

計     

（注）当該設備の見積書、パンフレット、図面等を添付すること。 

 

５ 地球温暖化対策計画書の届出の有無（いずれかを○で囲むこと。） 

 

 
有 計画書届出年月日：      年   月   日 無 



様式第１０ 

 

 

 

愛知県経済環境適応資金( パワーアップ資金（商店街）) 

融 資 制 度 に 係 る 証 明 申 請 書 
 

  年  月  日   

 

愛 知 県 知 事 殿 

 

（申 請者 ） 

住    所 

商号又は名称 

代表 者氏 名                  

 

 愛知県経済環境適応資金（パワーアップ資金（商店街））融資制度による融資を受けたいので、次の

とおり「活性化モデル商店街」の指定を受けていることを証明してください。 

  

１．指定年度                                    

２．活性化モデル商店街名                              

３．指定を受けた「活性化モデル商店街」の概要（別紙でも可） 

 

  

 

（申請者が、指定組合等又は指定商工会等に所属する中小企業者である場合） 

 上記申請者          は、当団体          に所属していることを証明

します。 
 
   年  月  日 

（指定組合等又は指定商工会等） 

住    所 

商号又は名称 

代表 者氏 名                 ○印  

 
 

上記申請者又は申請者が所属する指定組合等若しくは指定商工会等は、県から指定を受けた

「活性化モデル商店街」であることを証明します。 

なお、本証明は融資の実行を保証するものではありません。 

 

     年  月  日 

 

愛知県知事               ○印  



様式第１３ 

パワーアップ資金（補助金つなぎ）に係る計画書 

     年     月     日 

  （金融機関名・店舗名） 

                                         様 

                                           住 所       

                                           商号又は名称 

                                           代 表 者 名                               

   

愛知県経済環境適応資金（パワーアップ資金（補助金つなぎ））融資制度による融資を受けたいので、

下記のとおり計画書を提出します。 

 

記 

１ 補助金交付機関 

 

２ 補助金交付金額・時期（予定） 

 

３ 補助金の振込先金融機関（支店） 

 

＜添付書類＞ 

○ 補助金交付申請書（写し） 

○ 補助金交付決定通知（写し） 

○ 必要に応じて、補助事業内容が分かる書類等 

 

なお、電子申請の場合は上記に代わるもの（申請内容参照画面、交付決定通知参照画面を印刷した

ものなど）を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１５ 

パワーアップ資金「設備投資促進枠」に係る計画書 

 

     年     月     日 

  （金融機関名・店舗名） 

                                         様 

                                           住 所       

                                           商号又は名称 

                                           代 表 者 名                                

  愛知県経済環境適応資金（パワーアップ資金（設備投資促進枠））融資制度による融資を受けたいの

で、下記のとおり計画書を提出します。 

記 

１ 本制度の借入による資金使途（該当するものの左欄に○印を記入（複数記入可）） 

資金使途 

 設備等の新設・増強 

 既存設備等の更新 

 既存設備等の改良又は補修 

 その他（                              ） 

  

２ 当該設備等の内容（別紙でも可） 

 

 

３ 設備導入等による事業効果（別紙でも可） 

 

 

４ 資金計画                                  （千円） 

 自己資金 本制度借入金 その他（    ） 計 

設備資金     

運転資金     

計     

（注）当該設備等の見積書、パンフレット、図面等を添付すること。 



様式第１８ 

事業承継計画書 

   年  月  日 

 （金融機関名・店舗名） 
                                         様 

住  所 
会社名 

  氏 名                
 
愛知県経済環境適応資金（再生・事業承継支援資金（事業承継））融資制度による融資を受けたいの

で、下記のとおり事業承継計画書を提出します。 
 
 
１ 承継の区分・範囲（該当するものに〇印を付してください。） 

区 

分 

 代表者の交代 

 

範 

囲 

 全部承継 

 事業の譲渡  一部承継 

 
２ 事業承継の経緯（具体的に記入してください。） 
承継者と被承継者の関係 

事業承継を行う理由 

 
３ 被承継者（事業）の概要 

商  号 （ 個 人 ） 

会 社 名 （ 法 人 ） 
 代表者名（法人）  

資 本 金  従 業 員 数  

設 立 年 月 日  

承 継 予 定 日  

業 種 
※事業の範囲が「一部承継」の場合、承継対象を○で囲んでください。 

取 扱 品 
※事業の範囲が「一部承継」の場合、承継対象を○で囲んでください。 

販売先・仕入先 

主な販売先・ 

受注先 
販売・受注額 回収方法 

主な仕入先・ 

外注先 
仕入・外注額 支払方法 

      

      

      



４ 事業承継計画表（承継の区分が「代表者の交代」の場合に記入してください。） 

項目 
現在 

( / 期) 

1 年目

( / 期) 

2 年目

( / 期) 

3 年目

( / 期) 

4 年目

( / 期) 

5 年目

( / 期) 

6 年目

( / 期) 

7 年目

( / 期) 

8 年目

( / 期) 

9 年目

( / 期) 

10 年目 

( / 期) 

事 

業 

の 

計 

画 

売上高 

（千円） 

           

経常利益 

（千円） 

           

従業員数 

（人） 

           

会
社 

定款・ 

株式・ 

その他 

           

現 

経 

営 

者 

年齢 

           

役職 

           

関係者 

の理解 

           

株式・ 

財産の 

分配 

           

持株 

（％） 

           

その他 

           

後 

継 

者 
年齢 

           

役職 

           

後継者 

教育 

           

持株 

（％） 

           

その他 

           

【主な取組内容】今回の事業承継において重点的に取り組む内容について、具体的に記入してください。 
この欄に記入された内容について融資の相談が可能となります。 

※計画の年数・項目については、必要に応じて追加等してください。 



５ 承継前後の損益実績及び計画（承継の区分が「事業の譲渡」の場合に記入してください。）（千円） 

科目等 
   ／   期 
（承継者実績） 

   ／   期 
（被承継者実績） 

   ／   期 
（承継者計画） 

   ／   期 
（被承継者計画） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売管理費     

営業利益     

営業外収益     

営業外費用 
(うち支払利息・割引料) 

 
（       ） 

 
（       ） 

 
（       ） 

 
（       ） 

経常利益     

特別利益     

法人税等     

当期純利益     

減価償却費     

従業員数（人）     

【主な取組内容】今回の事業承継において重点的に取り組む内容について、具体的に記入してください。 
この欄に記入された内容について融資の相談が可能となります。 

 
６ 事業承継の対象物 
※承継の範囲が「全部承継」の場合、下表の記入は不要です。(承継時の貸借対照表を添付してください。） 

 対   象 金額（千円） 使途の概要 

流
動
資
産 

売掛債権（売掛金・手形）   

在庫   

その他流動資産   

固
定
資
産 

土地   

建物   

営業権・特許権・借地権   

その他固定資産   

流
動
負
債 

買掛債務(買掛金・手形)   

短期借入金   

（うち保証付借入金） （      ）  

その他流動負債   

固
定
負
債 

長期借入金   

（うち保証付借入金） （      ）  

その他固定負債   



７ 必要な資金及び調達の方法 

 

必要な資金 金額 調達の方法 金額 

設
備
資
金 

（内訳） 

 

千円 

 

自己資金 

 

千円 

 

親戚・知人等からの借入 

（内訳・返済方法） 

千円 

金融機関からの借入 

（内訳・返済方法）  

千円 

運
転
資
金 

（内訳） 千円 

合計 千円 合計 千円 



様式第１９ 

事業計画書（事業承継） 

   年  月  日 

 （金融機関名・店舗名） 
                                         様 

住  所 
会社名 

  氏 名                
 
愛知県経済環境適応資金（再生・事業承継支援資金（事業承継））融資制度による融資を受けたいの

で、下記のとおり事業計画書（事業承継）を提出します。 
 
 
１ 承継の区分・範囲（該当するものに〇印を付してください。） 

区 

分 

 代表者の交代 

 

範 

囲 

 全部承継 

 事業の譲渡  一部承継 

 
２ 事業承継の経緯（具体的に記入してください。） 
承継者と被承継者の関係 

事業承継を行った理由 

 
３ 承継直前決算期における被承継者（事業）の概要 

商  号 （ 個 人 ） 

会 社 名 （ 法 人 ） 
 代表者名（法人）  

資 本 金  従 業 員 数  

設 立 年 月 日  

承 継 実 施 日  

業 種 
※事業の範囲が「一部承継」の場合、承継対象を○で囲んでください。 

取 扱 品 
※事業の範囲が「一部承継」の場合、承継対象を○で囲んでください。 

販売先・仕入先 

主な販売先・ 

受注先 
販売・受注額 回収方法 

主な仕入先・ 

外注先 
仕入・外注額 支払方法 

      

      

      



４ 事業計画                                    （千円） 

科目等 
承継前 

／  期 

(実績) 

承継後１年目 

／  期 

(実績･計画) 

承継後２年目 

／  期 

(実績･計画) 

承継後３年目 

／  期 

(実績･計画) 

承継後４年目 

／  期 

(実績･計画) 

承継後５年目 

／  期 

(計画) 

売上高 

      

売上原価 

      

売上総利益 

      

販売管理費 

      

営業利益 

      

営業外収益 

      

営業外費用 

(うち支払利息・割引料) 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

経常利益 

      

特別利益 

      

法人税等 

      

当期純利益 

      

減価償却費 

      

従業員数 

（人） 
      

【主な取組内容】事業承継を契機とした経営状況等の変化の内容や、その対応方法について、具体的に記入してください。 

この欄に記入された内容について融資の相談が可能となります。 

※承継後の年数については、必要に応じて追加等してください。 



５ 必要な資金及び調達の方法 

 

必要な資金 金額 調達の方法 金額 

設
備
資
金 

（内訳） 

 

千円 

 

自己資金 

 

千円 

 

親戚・知人等からの借入 

（内訳・返済方法） 

千円 

金融機関からの借入 

（内訳・返済方法）  

千円 

運
転
資
金 

（内訳） 千円 

合計 千円 合計 千円 



様式第２０ 

 

 

 

愛知県経済環境適応資金(  再 生 ・ 事 業 承 継 支 援 資 金 ( 事 業 承 継 ） )  

融 資 制 度 に 係 る 証 明 申 請 書 
 

  年  月  日   

 

名古屋商工会議所 会頭 殿 

 

（申 請者 ） 

住    所 

商号又は名称 

代表 者氏 名                  

 

 愛知県経済環境適応資金（再生・事業承継支援資金（事業承継））融資制度による融資を受けたいの

で、次の構成機関等が、愛知県事業承継ネットワークの構成機関等であることを証明してください。 

  

構成機関等                                    

 

 

 

上記構成機関等が、愛知県事業承継ネットワークの構成機関等であることを証明します。 

なお、本証明は融資の実行を保証するものではありません。 

 

     年  月  日 

 

名古屋商工会議所 会頭           ○印      

 

愛知県事業承継ネットワークの構成機関等として、上記申請者の計画の策定及び計画の実行

に対して、支援していることを証明します。 
なお、計画は別紙（様式第 18、様式第 19 又は中小企業における経営の承継の円滑化に関す

る法律（平成 20 年法律第 33 号）第 12 条第１項に基づく知事の認定書の写し等を添付）のと

おりです。 
 
  年  月  日 

（構成機関等） 

住   所 

構成機関名 

代表者氏名                  ○印  

 



様式第２１ 

愛知県経済環境適応資金融資実績報告書 

    年    月    日 

  愛  知  県  知  事  殿                             

                                                  金融機関名 

                                                  代 表 者 名                            

    年     月分については次のとおりです。 

１ パワーアップ資金（貿易振興・海外展開）〔保証付融資は除いて報告すること〕 

融 資 先 名 

（ 取 扱 店 名 ） 
融  資  額 期      間 輸出・輸入の別 業種別 

 

（               ） 

            千円 

 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
出   入  

 

（               ） 

            千円 

 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
出   入  

 

（               ） 

            千円 

 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
出   入  

 

（               ） 

            千円 

 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
出   入  

計 
            千円 

 
   

計画書（様式第６）の写しを添付すること。 

 

２  サポート資金（短期）【環短】、パワーアップ資金（貿易振興・海外展開）【環企貿】、【環海】、（経営革新計画）【環企新】、（ワー

ク・ライフ・バランス、ファミリー・フレンドリー）【環企 F】、（あいち女性輝きカンパニー）【環企女】、（カーボンニュートラル）【環カ

ーボン】、（公害防止）【環公】、（商店街）【環魅】、（防災）【環防】、(健康経営)【環健】、（補助金つなぎ）【環補助】、（企業立地・

地域未来投資）【環立適】【環未来】、（設備投資促進枠）【環設】、（クラウドファンディング活用促進枠）【環Ｃ】、再生・事業承継

支援資金（事業承継）【環承】【環承経】【環承Ｎ】【環承経Ｎ】 

〔保証付融資は除いて報告すること〕 

融  資  先  名 

（ 取 扱 店 名 ） 
融  資  額 期      間 略称名 

認定番号 

※認定がある場合に記入 

（認定年月日） 

 

（ ） 

設備        千円 

運転        千円 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
 

 

（          ） 

 

（ ） 

設備        千円 

運転        千円 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
 

 

（          ） 

 

（ ） 

設備        千円 

運転        千円 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
 

 

（          ） 

 

（ ） 

設備        千円 

運転        千円 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
 

 

（          ） 

 

（ ） 

設備        千円 

運転        千円 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
 

 

（          ） 

 

（ ） 

設備        千円 

運転        千円 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
 

 

（          ） 

 

（ ） 

設備        千円 

運転        千円 

     年   月   日から 

     年   月   日まで 
 

 

（          ） 

計 
 

 
   

・略称名欄には、制度の略称を記入し、融資額欄の設備、運転は当該事項を○で囲むこと。 

・要領記載の計画書の写しを添付すること。 

 

 

〔毎月の実績を翌月 10 日までに報告すること〕 


